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平成２３年度における業務の実績に関する項目別評価調書 

中期計画の該当事項 第１ 中期計画の期間 

  平成２０年４月から平成２５年３月までの５年間とする。 

第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 業務経費の削減 

■中期計画の記載事項 

（２） 人件費については、簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律（平成１８年法律第４７号）及び「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００６につい

て」（平成１８年７月７日閣議決定）に基づき、平成１８事業年度からの５年間で５％以上の削減を行うこととされていることから、平成２２年９月までの４年６月間において、平成１

７事業年度に対し４．５％以上削減する（今後の人事院勧告を踏まえた給与改定分を除く。）とともに、国家公務員に準じた人件費削減を行い、必要最小限の人員で着実な取組を行う。 

（３） 給与水準について、国家公務員と比べ、また、社会的に理解が得られる水準として適正かどうか検証し、必要に応じ適切な措置を講ずるとともに、その検証結果や講ずる措置につい

て公表する。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

第１ 業務運営の効率化

に関する目標を達成す

るためにとるべき措置 

 

１ 人件費の削減 

 

人件費については、簡素で効率的

な政府を実現するための行政改革の

推進に関する法律（平成１８年法律

第４７号）及び「経済財政運営と構

造改革に関する基本方針２００６に

ついて」（平成１８年７月７日閣議決

定）を踏まえ、削減に努めるととも

に、国家公務員に準じた人件費削減

を行い、必要最小限の人員で着実な

取組を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 人件費の削減 
平成２３年度人件費予算については、非常勤であった役員の常勤化等の影響により平成２２年度決算

額に対し約６百万円の増が見込まれたが、以下の取組を行ったことにより、決算ベースでの比較では平
成２２年度比１．１％の削減を達成した。なお、１７事業年度（１９７百万円）と比べると約５１百万
円、約２６％の削減を達成した。 

 

  人件費の年度比較 

 22年度 23年度 対前年度増△減額、率 

決算額 147,147千円 145,526千円 △1,621千円 △1.1％ 

 
（１） 人件費削減のための取組 

① 業務の進捗等に併せた計画的な人事異動により、一般職員の減員（２３年１０月に特別給付金認 
定のシステム担当を１名減）、低位号俸者の受入、管理職の転出を実施し、△３，６５９千円を削減。 

② 超過勤務の縮減に努め、平成２２年度に比べ△３，５９９千円（△４７．６％）の大幅な削減を 
実施。 

（２） 「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律（平成２４年法律第２号）」の成立に伴い、 
総務省大臣官房総務課特別基金事業推進室より基金における給与改定の取組について要請があり、 
それを受け平成２４年３月に役員報酬規程、職員給与規程を改定（平均約８％強の削減）。 

（３） 平成２１年１２月２２日に要請のあった「貴法人の職員の給与等の水準の適正化について」の独 
法独自の諸手当及び法定外福利費の支出については、健康診断及び医薬品購入のみであり、レクリ 
エーション経費、慶弔見舞金等の支出は行っていない。 

（４） 平成２２年５月２０日に要請があった「独立行政法人の法定外福利厚生費の見直しについて」の 
法人互助組織、食券交付等の食事補助及び職員祝金等の支出の廃止要請については、平成２３年度 
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においても該当する支出は行っていない。 
（５） 給与水準について、対国家公務員ラスパイレス指数についてみると平成２３年度は１０８．６（平 

成２２年度 １０９．０）で、平成２２年度より０．４の改善となっている。これは、基金の事務 
所が東京都新宿区に所在すること（特別都市手当１２％）などにより、１００を超えているものの、 
東京都特別区に在勤する者と比較すると、地域別勘案では９５．１、地域別・学歴別勘案では１０ 
１．０となっており、概ね国家公務員と同水準である。 

 

当該業務に係る事業経費 ― 千円 当該事業に係る職員数    ― 名 

■ 当該項目の評価 

（ＡＡ～Ｄ） 
Ａ 

 

■ 評価結果の説明 
  人件費の削減について、以下のとおり、「目標を十分達成」と評価できる。 
（１） 平成２３年度人件費予算については、非常勤であった役員の常勤化等の影響により平成２２年度決算額に対し約６百万円の増が見込まれたが、超過勤務

の縮減、業務の進捗等に併せた計画的な人事異動により、決算ベースでの比較では平成２２年度比１．１％の削減を達成した。 
特に、超過勤務の縮減については、平成２２年度に比べ△３，５９９千円（△４７．６％）の大幅な削減を実施している。 
なお、１７事業年度（１９７百万円）と比べると約５１百万円、約２６％の削減を達成した。 

（２） ラスパイレス指数については、平成２３年度は１０８．６（平成２２年度 １０９．０）で、平成２２年度より０．４の改善となっている。これは、基 
金の事務所が東京都新宿区に所在すること（特別都市手当１２％）などにより、１００を超えているものの、東京都特別区に在勤する者と比較すると、 
地域別勘案では９５．１、地域別・学歴別勘案では１０１．０となっており、概ね国家公務員と同水準である。 

 
「必要性」 人件費について、国家公務員に準じた削減を行い、必要最小限の人員で着実な取組を行うことは、法人として当然の責務であり必要な施策であ

る。 
 
「効率性」 人件費の削減及び給与水準等の見直し等、多角的な見直しを意識して行うことは、基金の業務を健全に運営する上で、効率的な方法である。 
 
「有効性」 人件費について、国家公務員に準じた削減を行い、必要最小限の人員で着実な取組を行うことは、法人として当然の責務であり有効な施策であ

る。 
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平成２３年度における業務の実績に関する項目別評価調書 

中期計画の該当事項 第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 ２ 外部委託の推進 

■中期計画の記載事項 

 外部委託が可能な業務について外部委託を推進することにより、経費の縮減を図る。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

第１ 業務運営の効率化

に関する目標を達成

するためにとるべき

措置 

 

２ 外部委託の推進 

 

 

 

 

 

外部委託する方が効率的と認めら

れる業務について、外部委託を推進

する。 

２ 外部委託の推進 
  当基金は平成２２年１０月以降、特別給付金支給事業を専らの事業としている。基金では、外部委
託する方が効率的と認められる業務について外部委託を推進し、コスト削減に努めており、主な外部
委託業務としては、｢特別給付金の電話対応及び事務処理業務｣の外部委託（一般競争入札で新たな委
託先と契約）を実施した。 

   
  特に、外部のノウハウの活用、外部委託業務の事務の改善などにより、電話応対業務において、委  
託先のコールセンターからの基金への電話転送件数が激減（平成２２年度４，０１４件（転送率８．
１％）⇒平成２３年度１０４件（転送率０．５８％））し、事務処理業務について、受付からシステム
入力の目標期間（２日間）を達成したことなどにより、標準審査期間内の審査処理率を１か月ものに
ついて９７．５％、３か月ものについて９２．１％まで高めることができ、給付金の早期支給に寄与
した。 

 

当該業務に係る事業経費 ― 千円 当該事業に係る職員数    １５ 名  

■ 当該項目の評価 

（ＡＡ～Ｄ） 
Ａ 

 

■ 評価結果の説明 
外部のノウハウの活用、外部委託業務の事務の改善などにより、電話応対業務において、委託先のコールセンターからの基金への電話転送件数が激減（平成

２２年度４，０１４件（転送率８．１％）⇒平成２３年度１０４件（転送率０．５８％））したこと等による結果、標準審査期間内の審査処理率を１か月もの
について９７．５％、３か月ものについて９２．１％に高めることができ、給付金の早期支給に寄与したことは「目標を十分達成」と評価できる。 
 

「必要性」 小規模な法人が、外部委託により経費の削減を図りながら外部の専門の能力等を活用して業務を効率的に推進することは、必要な手法である。 
 
「効率性」 専門性の高い人材をフルタイムで法人が抱えることに比して、当該業務実施に要する時間や人的資源の軽減を図ることができる業務を、必要の都 

度、外部に委託することは、経費の削減のほか、質や仕上がりの良さを含め、業務運営の効率化に資するものである。 
 
「有効性」 小規模な法人が、外部委託により経費の削減を図りながら外部の専門の能力等を活用して業務を効率的に推進することは、有効な手法である。 
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平成２３年度における業務の実績に関する項目別評価調書 

中期計画の該当事項 第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 ３ 組織運営の効率化 

■中期計画の記載事項 

 各部門の業務分担、業務遂行のプロセス等を分析し、基金の課せられた業務をより効率的・弾力的に遂行することができるよう、必要に応じて人員配置の見直しを行う。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

第１ 業務運営の効率化

に関する目標を達成

するためにとるべき

措置 

 

３ 組織運営の効率化 

 

 

組織の活性化を図り、業務をより

効率的・弾力的に遂行することがで

きるよう、業務内容に対応した機動

的な人員配置を行う。 

３ 組織運営の効率化 
「業務内容に対応した機動的な人員配置を行う」目標については、小規模組織である当基金において

は、主として出向元省庁との人事交流で調整することを基本としているが、今年度は業務内容の見直し
に伴い内部での振替や業務の減少に伴う人員削減を以下のとおり実施した。 

（１） 平成２３年４月に事業部内の旧事業を担当する職員２名を認定担当に内部振替。 
① 外部委託業者の監督、都道府県に依頼する「入ソ事実等の調査」業務のため１名。 
② システム担当者として１名。 

 
（２） 平成２３年１０月に認定のシステム担当者１名を出向元に転出。 
 

 23年 4月 23年 10月 24年 3月末 

総務部 部長 1 
総務 2 
財務 3 
  計 6 

部長 1 
総務 2 
財務 3 
 計 6 

部長 1 
総務 2 
財務 3 
  計 6 

事業部 部長   1 
認定   5(2増) 
支給   3 
旧事業 0(2減) 
    計 9 

部長 1 
認定 4(1減) 
支給 3 
  計 8 

部長 1 
認定 3(1減) 
支給 1(2減) 
  計 5 

合計 15名 14名 11名 

 
なお、業務の減少に伴い、平成２４年４月には３名減とする計画を策定、２４年３月末に実施。 
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当該業務に係る事業経費  ― 千円 当該事業に係る職員数     １５ 名  

■ 当該項目の評価 

（ＡＡ～Ｄ） 
Ａ 

 

■ 評価結果の説明 
組織運営の効率化について、業務内容の見直しによる内部振替や業務の減少に伴う人員削減により、効率的に組織運営が行われたことから「目標を十分達成」

と評価できる。 
 

「必要性」 業務体制の見直し及び業務内容に応じた人員配置は、組織運営の活性化のために必要な取組である。 
 
「効率性」 小規模な組織において、業務内容に応じて人員配置を行うことは、限られた人員で業務を円滑に遂行する上で、効率的な取組である。 
 
「有効性」 小規模な組織において、業務体制の見直しを行うことは、限られた人員で最大限のマンパワーの活用が可能となるため、有効な手法である。 
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平成２３年度における業務の実績に関する項目別評価調書 

中期計画の該当事項 第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 ４ 随意契約の見直し 

■中期計画の記載事項 

（１） 「独立行政法人整理合理化計画の策定に係る基本方針」（平成１９年８月１０日閣議決定）に沿って、基金が策定した「随意契約見直し計画」に基づく取組を着実に実施するとと

もに、その取組状況を公表する。 

（２） 「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成２１年１１月１７日閣議決定）に沿って策定した新たな「随意契約等見直し計画」に基づき、契約監視委員会による点

検・見直しの状況及び契約の改善状況についてのフォローアップを公表する。 

なお、監事による監査において、入札及び契約の適切な実施についてチェックを受けるものとする。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

第１ 業務運営の効率化

に関する目標を達成

するためにとるべき

措置 

 

４ 随意契約の見直し 

 

 

（１） 「独立行政法人整理合理化計画の

策定に係る基本方針」（平成１９年

８月１０日閣議決定）に沿って策定

した「随意契約の見直し計画」に基

づく取組を着実に実施するととも

に、その取組状況を公表する。 

（２） 「独立行政法人の契約状況の点

検・見直しについて」（平成２１年

１１月１７日閣議決定）に沿って策

定した新たな「随意契約等見直し計

画」に基づき、一般競争入札等につ

いても、競争性、透明性が十分確保

されるように契約の適正化を推進

する取組を着実に実施するととも

に、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 随意契約の見直し 

（１） 「随意契約等見直し計画」等の取組状況の公表 

① 平成２３年度の随意契約については「随意契約見直し計画」（平成１９年１２月）及び「随 

意契約等見直し計画」（平成２２年４月３０日）に基づいて取組を実施し、公表している。 

平成２０年度実績と比べて、契約全体に対する随意契約の件数で３３件の減少、金額では  

   ８６億４９百万円の減額となっている。平成２２年度と比較しても件数で１１件の減少、金 

   額で１億２百万円の減額となっている。 

なお、平成２３年度の契約全体に対する随意契約の件数割合は、平成２０年度実績と比べ

て８．８ポイント、平成２２年度実績と比べて２５ポイントそれぞれ増加しているが、これ 

は平成２２年度以降の事業の減少に伴い全体の契約件数が減る一方で、基金の運営に係る国 
有財産使用料、官報掲載料などの「競争性のない随意契約によらざるを得ない契約」の件数 
が一定であったことによるものである。 

このほか、平成２３年度新規に随意契約を結ばざるを得なかった契約案件については、事

前に契約内容を契約監視委員会委員に説明し、了承を得た上で契約を結んだ。 

  ② 一般競争入札については、１０日以上の公示期間の確保や、ホームページへの入札説明書 

（仕様書）の掲載等を実施した結果、一者応札・一者応募となった案件はなかった。 

 

 

 

 

 

 



 7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

契約監視委員会による点検、見直

しの状況及び契約の改善について

のフォローアップ状況を公表する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、監事による監査において

も、入札及び契約の適切な実施につ

いてチェックを受けるものとする。 

 

契約状況一覧                           （単位：件、千円） 

 ２０年度実績 ２２年度実績 ２３年度実績 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 
 
一般競争入札等 

33.8% 
26 

7.2% 
677,936 

50.0% 
29 

67.2% 
329,915 

25.0% 
6 

65.4% 
110,880 

 
競争入札 

24.7% 
19 

5.9% 
551,042 

46.6% 
27 

64.7% 
317,342 

20.8% 
5 

65.4% 
110,880 

 
企画競争・公募 

9.1% 
7 

1.4% 
126,894 

3.4% 
2 

2.5% 
12,573 

4.2% 
1 

0.0% 
0 

 
随意契約 

66.2% 
51 

92.8% 
8,707,481 

50.0% 
29 

32.8% 
160,776 

75.0% 
18 

34.6% 
58,623 

 
合  計 

100.0% 
77 

100.0% 
9,385,418 

100.0% 
58 

100.0% 
490,691 

100.0% 
24 

100.0% 
169,503 

＊金額は、それぞれ四捨五入しているため合計が一致しない場合がある。  

 

（２） 契約監視委員会による点検等 

① 平成２４年３月に第４回契約監視委員会を開催し、平成２３年度契約案件について審議  

の結果、委員長から「一般競争入札において一者応札・一者応募に該当する案件がなかった 

ことは前回委員会に引き続き評価できる」等のご発言があるとともに、その他の契約につい 

ても見直しを実施するものはないとして、承認された。なお、継続して随意契約となった契 

約案件については、平成２４年度も引き続き見直しを図りつつ執行するとして、契約監視委 

員会の了承を得た。 

② 契約監視委員会による点検、見直し状況及び契約改善のフォローアップ状況については、 

当該委員会の議事概要等を基金ホームページで公表。 

 

（３） 監事に対し、月例の役員会で前月に締結した契約案件について、契約内容、契約相手方、 

契約金額等の報告を行い、監査を受けたが、今年度行った監事によるチェックの中で特に指 

摘を受けた事項はなかった。 
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当該業務に係る事業経費  ― 千円 当該事業に係る職員数      ４ 名  

■ 当該項目の評価 

（ＡＡ～Ｄ） 
Ａ 

 

■ 評価結果の説明 
随意契約の見直しについて、以下の理由により、競争性及び透明性が十分確保され契約の適正化を推進する取組が着実に実施されていることから「目標を十

分達成」と評価できる。 
（１） 随意契約の見直しについては、「随意契約等見直し計画」（平成２２年４月３０日）等に基づいて取組を実施した結果、平成２０年度及び平成２２年度 

と比べ、平成２３年度の随意契約の件数及び金額は大幅に減少している。特に随意契約の総額が２２年度は１億６１百万円に対し、２３年度は５９百万 
円に減少している。   

なお、平成２３年度の契約全体に対する随意契約の件数割合は、平成２０年度実績と比べて８．８ポイント、平成２２年度実績と比べて２５ポイントそ 
れぞれ増加しているが、これは平成２２年度以降の事業の減少に伴い全体の契約件数が減る一方で、基金の運営に係る国有財産使用料、官報掲載料などの 
「競争性のない随意契約によらざるを得ない契約」の件数が一定であったことによるものである。 

（２） 第４回契約監視委員会を開催し、平成２３年度契約案件については契約監視委員会委員から了承を得ている。 
（３） 監事によるチェックについては、月例の役員会で契約実績の報告を行い、監査を受けたが、特に指摘を受けた事項はなかった。 
 

「必要性」 「随意契約等見直し計画」等に基づく取組を着実に実施するとともに、その取組状況を公表すること及び一般競争入札を推進することは、競争性、
透明性、公平性が十分確保された契約を推進することでもあり、随意契約の見直しのために必要である。 

 
「効率性」 「随意契約等見直し計画」等に基づく取組を着実に実施し、契約の適正化を推進することは、無駄を省くために効率的な手法である。 
 
「有効性」 「随意契約等見直し計画」等に基づく取組を着実に実施することは、適正に契約を行うために有効な手段である。 
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平成２３年度における業務の実績に関する項目別評価調書 

中期計画の該当事項 第３ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

  ６ 特別給付金支給事業  

■中期計画の記載事項 

（１）特別給付金の支給 

昭和２０年８月９日以来の戦争の結果、同年９月２日以後ソヴィエト社会主義共和国連邦又はモンゴル人民共和国の地域において強制抑留された者（平成２２年６月１６日におい

て日本国籍を有する者）（以下「戦後強制抑留者」という。）の請求に対し、特別給付金を支給する特別給付金支給事業を実施する。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

第２ 特別給付金支給業務

の質の向上に関する目

標を達成するためにと

るべき措置  

 

 

（１）特別給付金の支給 

昭和２０年８月９日以来の戦

争の結果、同年９月２日以後ソヴ

ィエト社会主義共和国連邦又は

モンゴル人民共和国の地域にお

いて強制抑留された者本人（平成

２２年６月１６日において日本

国籍を有する者）（以下「戦後強

制抑留者」という。）の請求に対

し、特別給付金を支給する特別給

付金支給事業を実施する。 

 

 

（１） 特別給付金の支給 
  ① 平成２３年度の特別給付金支給事業については、「一件でも多くの方に、一日も早く支給を」と 

の理事長指示の下、 
   ○ 外部委託による業務の効率化により基金における審査業務体制をより充実、 

○ 組織運営の効率化の観点から業務に見合った人員配置を実施、 
○ 種々の広報の実施、 
○ 請求期限である平成２４年３月３１日（土曜閉庁日）に、電話及び請求書持参者への対応の 
ため職員５名が休日出勤、 

 
するなど、基金として種々の対応を図り、処理に全力をあげた結果、法案立案時推計約６７，０
００件に対して、２４年３月末までの受付累計件数は６９，０３２件、認定累計件数は６８，１
０６件、支給累計件数は６７，１９６件（１８８億円）となり、推計を大きく上回った。 
これは、前回事業で認定を受けなかった者（特別記念事業における特別慰労品を受けなかった

者）が１２，２９７件となっていることからも、広報努力によるものと思慮される。 
     なお、特別給付金制度は議員立法により創設されたものであり、平成２４年４月に法案立案関

係者に説明を行ったところ、関係部局の努力により当初見込みを上回る請求があった旨の発言が
あった。 

    また、特別給付金の受給者等から長年の念願が叶ったなどの多くのお礼の声（１，３５１件）
が寄せられている。 

 
② これらの申請に対する「戦後強制抑留者」及び「帰還の時期」の確認作業は、 
○ 特別慰労品贈呈事業（平成２１年３月３１日終了）における特別慰労品を受けた者からの請 

求（５５，８０９件）については、その審査の際の関係書類等により審査を行うことになるが、 
帰還の時期の確認ができないものについて、都道府県等に照会する。 

○ 特別慰労品を受けていない者からの請求（１２，２９７件）については、書状等贈呈事業（平 
成５年３月３１日終了）における書状等の贈呈の有無について調査し、書状等を受けていれば 
当時の関係書類により審査を行い、受けていないものについては、基金において保管する引揚 
関係書類の調査を行い、更には都道府県等に公的資料について照会する。 
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○ 上記によっても、判断が困難なものについては、基金内に設置した外部有識者からなる「判 
定委員会」に諮り、意見を求める。 
等により、慎重、かつ適正な審査を行った。 

 
  ③ 請求者に対するサービスの提供 

戦後強制抑留者の平均年齢が８７歳（平成２２年制度創設時）という高齢であることを踏まえ、 
次のような請求者の立場に立ったさまざまなサービスの提供に努め、請求者の負担軽減を図った。 
○ 平成２２年１０月に、特別記念事業における特別慰労品を受けた者に「特別給付金請求のご 

案内」を送付したが、平成２３年７月に至っても申請のない者が相当数（１１，６０３人）い 
たことから、これらの者に直接電話し、特別給付金について丁寧に説明し、対象者と思われる 
９４０人に請求手続きについて案内することができた。 

   ○ 特別給付金を請求する者に対し、「戦後強制抑留者」又は「帰還の時期」の裏付けとなる公的
の資料（「引揚証明書」等）の添付を義務付けることなく、これらの事項の確認は、基金の保管
資料あるいは都道府県、厚生労働省等に照会することによって行い、請求者の負担の軽減を図
った。 

○ 請求書類に記入漏れがあったものについては、書類を送り返して記入を求めることなく、電 
    話により本人に確認の上、基金において補記することによって請求書類を整え、迅速に処理し 
    た。 
     また、請求書の添付書類に不備があった場合、返信用封書を添えて不備書類の提出を求めた 
    が、なかなか提出が得られないものについては、電話又は文書により再三にわたり連絡を取り、 
    不備書類を補完し、適切な審査に努めた。 
   ○ 審査の結果、特別給付金を支給することができないもの（平成２３年度４００件）について 
    は、請求者に対して、直接、電話により支給できない理由（多くは満州等の抑留者で「戦後強 
    制抑留者」に該当しない者）を懇切丁寧に説明した上で請求を却下した。このため大きなトラ

ブルもなかった。 
   ○ 請求者等からの電話相談業務は、業者に委託することによって行ったが、委託業者に対し、

戦後強制抑留という過酷な経験をされた者の立場を詳細に説明するとともに、その応答振りに
ついて Q＆A集を作成の上、指導を行い、親切、かつ丁寧な対応に努めた。 

 
④ 上記のほか、特別給付金の認定通知を送付する際に、内閣総理大臣からの書面も添付すること 

により、戦後強制抑留者の労苦の慰藉に資するように努めた。 
 
⑤ 東日本大震災被災者への取組 

東日本大震災被災者の避難先が不明のため、特別給付金の認定通知書及び内閣総理大臣の書面
が返送されたもの１４件について、個別に該当市役所又は避難先町、村役場の担当者を探し出し、
個人情報の保護に留意しながら、直に電話でお願いして、無事お届けすることができた。 
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当該業務に係る事業経費 ４，３５３，８５０千円 当該事業に係る職員数      １５名  

■ 当該項目の評価 

（ＡＡ～Ｄ） 
ＡＡ 

 

 

■ 評価結果の説明 
平成２３年度の特別給付金支給事業について、「一件でも多くの方に、一日も早く支給を」との理事長指示の下、審査業務体制の充実、広報の実施等種々の

対応を図り、下記（１）のとおり法案立案時推計約６７，０００件に対し大幅に上回って支給事業（受付、認定、支給）を実施していること、下記（２）のと
おり、審査事務に当たっても、「戦後強制抑留者」及び「帰還の時期」の確認は、基金において過去に実施した事業の関係書類等を利用しつつ、ケースによっ
ては都道府県等に照会することによって実施していること、また、下記（３）のとおり、請求者が高齢であることに配意し、基金サイドから積極的に請求者等
に電話又は文書により連絡を取りながら審査事務を進めるなど請求者の負担の軽減を図ったこと、更に、下記（４）のとおり、東日本大震災被災者に対し、適
切に対応することができていることから、特別給付金支給業務の質の向上に関する「目標を大幅に上回って達成」と評価できる。 

（１） 推計を上回る受付・認定件数の達成  
  ① 法案立案時推計の６７，０００件に対し、受付累計件数が約６９，０００件に達したこと、また認定累計件数が約６８，１００件に達していること。 

② 法案立案時推計の６７，０００件に対し、認定累計件数は約６８，１００件に達しているが、約１２，３００件は特別記念事業の特別慰労品を受けなか 
った新規の者で緻密な掘り起こしを行った広報努力等による大きな成果であるとして、法案立案関係者は議員活動で、受給者の中に新規の方が大幅に含ま 
れており、基金の業績を高く評価する旨の発言がされていること、また、受給者から多くのお礼の声が寄せられていること。 
 

（２） 適正な審査事務の推進 
特別給付金の審査事務における「戦後強制抑留者」及び「帰還の時期」の確認作業は、 

① 特別慰労品贈呈事業（平成２１年３月３１日終了）における特別慰労品を受けた者からの請求（５５，８０９件）については、その審査の際の関係書類 
等により審査を行うことになるが、帰還の時期の確認ができないものについて、都道府県等に照会する。 

② 特別慰労品を受けていない者からの請求（１２，２９７件）については、書状等贈呈事業（平成５年３月３１日終了）における書状等の贈呈の有無につ 
いて調査し、書状等を受けていれば当時の関係書類により審査を行い、受けていないものについては、基金において保管する引揚関係書類の調査を行い、 
更には都道府県等に公的資料について照会する。 

③ 上記によっても、判断が困難なものについては、基金内に設置した外部有識者からなる「判定委員会」に諮り、意見を求める。 
  

等により、慎重、かつ適正な審査を実施していること。 
 

（３） 請求者の立場に立ったサービスの提供 
  ① 審査事務における「戦後強制抑留者」及び「帰還の時期」の確認作業は、まず、基金において過去に実施した事業の関係書類等を最大限利用し、ケース 

によっては都道府県等に照会することによって行っており、請求者に資料の提供を求めることなく（負担をかけず）事務が円滑に実施されていること。 
② 特別慰労品を受けた未請求者に対し、基金から直接電話により請求の案内を行っていること。 
③ 請求者が高齢であることに配意し、基金から積極的に電話又は文書により、請求者に連絡を取り不備の補完を行っていること。 
④ 請求を却下する場合、事前に請求者に電話により支給できない理由を丁寧に説明していること。 
 

（４） 東日本大震災被災者のうち避難先が不明のため特別給付金の認定通知書や内閣総理大臣の書面が届けられなかった１４件について、該当市役所又は避難 
先町、村役場の担当者を探し出し、個人情報の保護の制約の中、断念することなく、取扱いに留意しながら、該当者（ご本人等）全員に、無事にお届けし 
ていること。 
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「必要性」 特別給付金支給事業は、戦後強制抑留者の労苦を慰藉するため特別給付金を支給するというものであり、基金が行う慰藉事業として必要な施策であ

る。 
 
「効率性」 戦後強制抑留者に対し、特別給付金の支給を行い、その支給に合わせて内閣総理大臣の書面を同封したことは、その労苦を慰藉する手法として効  

率的な施策である。 
 
「有効性」 特別給付金支給事業に対し、特別給付金の受給者から手紙、電話により「念願の給付金の支給を受けることができた」等の多くの感謝の気持ちが寄

せられており、強制抑留者に対する慰藉の念を示す事業として有効な施策である。 
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平成２３年度における業務の実績に関する項目別評価調書 

中期計画の該当事項 第３ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 

  ６ 特別給付金支給事業 

■中期計画の記載事項 

（２）特別給付金支給事業の請求期間 

戦後強制抑留者からの特別給付金の請求の受付は特別措置法附則第２条により政令で定める日の翌日から２４年３月３１日までとする。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

第２ 特別給付金支給業務

の質の向上に関する目

標を達成するためにと

るべき措置  

 

（２）特別給付金支給事業の請求期

間 

  戦後強制抑留者からの特別給

付金の請求の受付は特別措置法

附則第２条により政令で定める

日の翌日（平成２２年１０月２５

日）から平成２４年３月３１日ま

でとする。 

 

 

 

 

 

（２） 特別給付金事業の請求期間 
     特別給付金の請求は、平成２２年１０月２５日から平成２４年３月３１日までの間の行わなけ

ればならないとされ、当該期間内に請求をしなかった者には、特別給付金は支給しないこととさ
れている。 

当該業務に係る事業経費 ― 千円 当該事業に係る職員数      ― 名 

■ 当該項目の評価 

（ＡＡ～Ｄ） 

 

― 

 

■ 評価結果の説明 
  特別給付金支給事業の請求期間については、評価になじまない。 
 
「必要性」 ― 
 
「効率性」 ― 
 
「有効性」 ―  
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平成２３年度における業務の実績に関する項目別評価調書 

中期計画の該当事項 第３ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

  ６ 特別給付金支給事業  

■中期計画の記載事項 

（３）特別給付金支給事業に要する経費 

特別給付金支給事業に要する費用については、事務費を含め２００億円とする。 

特別給付金の額は、本邦への帰還の時期の区分に応じて次の額とし、一時金として支給する。 

本邦への帰還の時期の区分 金額 

昭和２３年１２月３１日まで 

昭和２４年１月１日から昭和２５年１２月３１日まで 

昭和２６年１月１日から昭和２７年１２月３１日まで 

昭和２８年１月１日から昭和２９年１２月３１日まで 

昭和３０年１月１日以降 

２５万円 

３５万円 

７０万円 

１１０万円 

１５０万円 

 
 

各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

第２ 特別給付金支給業務の

質の向上に関する目標を

達成するためにとるべき

措置  

 

 

 

 

 

 

 

（３）特別給付金支給事業に要する経費 

特別給付金支給事業に要する費用については、事務費を含め４８

億円とする。特別給付金の額は、本邦への帰還の時期の区分に応じ

て次の額とし、一時金として支給する 
 

本邦への帰還の時期の区分 金額 

昭和２３年１２月３１日まで 

昭和２４年１月１日から昭和２５年１２月３１日まで 

昭和２６年１月１日から昭和２７年１２月３１日まで 

昭和２８年１月１日から昭和２９年１２月３１日まで 

昭和３０年１月１日以降 

２５万円 

３５万円 

７０万円 

１１０万円 

１５０万円 

（３） 特別給付金支給事業に要する経費 
平成２３年度における帰還時期区分に応じた支給金額別の 

特別給付金の支給件数は１５,３９４件で支給額は４３億５, 
３８５万円、事務費を含めた経費額は４７億８,５１０万円で 
ある。 

 
 
 

当該業務に係る事業経費         ― 千円 当該事業に係る職員数      ―  名 

■ 当該項目の評価 

（ＡＡ～Ｄ） 

 

― 

 

■ 評価結果の説明 
特別給付金支給事業に要する経費については、平成２２年度から平成２４年度までの３年間で事務費を含めて２００億円とされている。支給される特別給付

金は法定給付金で全体の大部分を占めているが、中間年度で経費の算出を行っても評価になじまない。 
「必要性」 ― 
「効率性」 ― 
「有効性」 ― 
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平成２３年度における業務の実績に関する項目別評価調書 

中期計画の該当事項 第３ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

  ６ 特別給付金支給事業    

■中期計画の記載事項 

（４）特別給付金支給事業実施の周知 

特別給付金支給事業の実施に当たっては、確実に対象者に給付できるよう、特別記念事業の既贈呈者へのお知らせを実施するなど、きめ細かく広報活動を実施して、その周知の徹底

を図る。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

第２ 特別給付金支給業

務の質の向上に関す

る目標を達成するた

めにとるべき措置  

 

（４）特別給付金支給事業実施の周

知 

  特別給付金支給事業の実施に当

たっては、対象者に給付できるよ

う、新聞等による広報、ホームペ

ージへの掲載の充実などきめ細か

く広報活動を実施して、その周知

の徹底を図る。 

 

 

（４） 特別給付金支給事業実施の周知 
① 国民が戦争に対して関心を高める終戦記念日前後に雑誌及びポスターによる広報を以下のとお 

り行った。 
○ 平成２２年度において実施した新聞、ラジオ等による広報によっても情報を得ることができ
なかった対象者のために、平成２３年度においては、雑誌を広報媒体として、終戦記念日前後
に発売され、かつ、高齢者の購読層が高い６誌に広告を掲出。 
（雑誌の選定に当たっては、高齢者の閲読率調査を参考とした。） 
○ 公募（２８社参加）によりポスターデザインを決定・印刷し、終戦記念日前の８月１１日に 
以下の団体に頒布した。また、広報効率の良い広報を行うための団体として、全国の抑留者関
連団体を探し出した。 

   ・ 全国の老人関連福祉施設等２５,９０１箇所に１枚ずつ 
・ 全国の抑留者関連団体１１２団体に１枚ずつ 
・ 全国の地方公共団体等１，９６７団体に５枚ずつ 

 ○ 総務省の協力を得て、総務省広報誌（平成２３年８月号）へ掲載した。 
以上の広報により請求書の送付希望件数は広報実施前後の２か月間を比較すると約３倍の増 

加となり、請求者の掘り起こしに効果があった。 
 
※ 実施前２か月間（６月、７月）の平均希望件数１５５件 

実施後２か月間（８月、９月）の平均希望件数４５１件 
 
② 平成２３年１０月に地方公共団体等に対し、平成２４年３月３１日の請求期限に向け２度目と 
なる広報誌への掲載を依頼し、各団体の広報誌又はホームページへの掲載がなされた。また、地 
方公共団体等からの広告校正依頼に対し丁寧に対応した。 

    この結果、請求書の送付希望件数は、平成２３年１２月以降増加となり、請求者の掘り起こし 
に効果があった。 

     
※ １１月 １７３件→１２月 ２４３件（１１月比７０件増）、 

１月  ２３６件（１１月比６３件増） 
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③ 平成２４年３月３１日の請求期限が間近に迫った平成２４年２月以降、地方公共団体等への３
回目の広報誌への掲載依頼、政府広報への掲載依頼などさまざまな媒体へ呼びかけを行い、特別
給付金の対象者に対し、「請求期限の到来」に関する、きめ細かな広報活動を実施した。 
これら請求期限の到来に関しては、総務省等の協力を得てできるだけ費用のかからないよう広報

の実施に努めた。 
○ 地方公共団体等に対して３回目の広報誌等への掲載を依頼。少なくとも４１３団体において広 
報誌又はホームページ掲載の協力を得た。 

○ 総務省経由で、ＦＭラジオＣＭ（平成２４年２月２５、２６日に合計２３ラジオ局でスポット 
ＣＭを実施）、新聞への掲載（平成２４年２月２０～２６日までに全国紙５紙、ブロック紙３紙、 
地方紙６３紙の計７１紙に各紙１回の広報掲載）の政府広報を依頼し、それぞれ実施された。 

○ 平成２４年３月７日に総務省記者クラブに報道発表資料を配付した。 
○ 基金のホームページの更新を行うとともに総務省の協力を得て、総務省ホームページ内の「重 
要なお知らせ」に「シベリア強制抑留者特別給付金について」を掲載。 

○ ＮＨＫに特別給付金の請求期限の到来について情報提供を実施したところ、取材要請があり、 
ニュース番組に取り上げてもらうための資料提供など徹底的な取材協力を行い、その後、平成２ 
４年３月１８日の「おはよう日本」、「ＢＳニュース」でテレビ放映されたほか、ＮＨＫラジオで 
も放送された。 

 
これら広報の結果、平成２３年１１月（請求数１７３件）比で、平成２４年２月には６２３件 

（３．６倍）、３月には１，０３６件（６．０倍）の請求書送付希望があり、請求者の掘り起こし 
に多大な効果があった。 

 
また、特別給付金認定６８，１０６件のうち、１２，２９７件は、特別給付金請求のご案内を送 

付していない特別慰労品を受けていない者からの請求であった。 
 
 ④  上記のように、平成２３年度においてさまざまな広報を展開したが、それぞれの広報の実施に 

当たっては、総務省との連携を密に、より効率的かつ効果的な媒体及びタイミングを図りつつ行う
ことにより、広報経費を大幅に縮減（平成２２年度６，３１０万円→平成２３年度１，０５７万円）
することができた。 
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当該業務に係る事業経費 ７，４８１千円 当該事業に係る職員数       ６ 名 

■ 当該項目の評価 

（ＡＡ～Ｄ） 
ＡＡ 

 

 

■ 評価結果の説明 
特別給付金支給事業実施の周知については、新聞等による広報、ホームページによる掲載のほか、新たに雑誌による広報を行うなどきめ細やかな広報活動を

適時に実施した。経費節減の中であらゆる手段を講じた広報活動を実施した結果、広報実施前に比べ請求書送付希望の件数が大幅に増加しており、請求者掘り
起しの効果が以下のとおり認められることから、「目標を大幅に上回って達成」と評価できる。 

（１） 広報効率の良い広報を実施するための団体として全国の抑留者関連団体を探し出しポスターを掲出する等で、請求書希望件数が６・７月に比べ８・９月
は３倍の増加となり、請求者の掘り起こしに効果があったこと。 

（２） 地方公共団体等への節目、節目の広報依頼と地方公共団体等からの広告校正依頼に対し丁寧に対応したことが、地方公共団体等のホームページへの掲載
となり、１１月に比べ１２月・１月は請求書希望件数が６３～７０件の増加となり、請求者の掘り起こしに効果があったこと。 

（３） パブリシティを考慮して報道機関への資料配布や取材要請があったＮＨＫに対し、ニュース番組に取り上げてもらうための資料提供など徹底的な取材協  
力等をしたことが、「おはよう日本」で放映されるなどし、３月は１１月に比べ請求書希望件数が６倍となるなど、請求者の掘り起こしに多大なる効果が 
あったこと。 

（４） 総務省との連携を密に、効率的かつ効果的な広報を実施しつつ、広報経費の縮減に努めたこと。 
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「必要性」 戦後強制抑留者が高齢であることを踏まえ、一人でも多くの対象者に特別給付金を支給するためには、さまざまな広報媒体を利用し、きめ細かい広
報活動を積極的に展開することが必要である。 

 
「効率性」 全国に居住する戦後強制抑留者に対し、広く周知するためには、広報媒体を特定せず、新聞、ラジオ、地方公共団体等へのポスター・パンフレット

の頒布等を行うことは、効率的な手法である。 
 
「有効性」 対象者が高齢であることから、高齢者の閲覧率が高い雑誌に掲載したほか、さまざまな広報を展開することによって申請の促進を図ることは、有効

な施策である。 
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平成２３年度における業務の実績に関する項目別評価調書 

中期計画の該当事項 第３ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

  ６ 特別給付金支給事業    

■中期計画の記載事項 

（５）標準期間の設定 

申請者の負担の軽減、審査期間の短縮等事務処理の方法の検討を行い、標準的な審査期間を次のとおりとする。 

① 特別記念事業の既贈呈者であって、上記（４）のお知らせを受けて請求してきた者については１か月 

② 上記以外の者については３か月 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

第２ 特別給付金支給業務

の質の向上に関する目

標を達成するためにと

るべき措置  

  

（５） 標準期間の設定 

   申請者の負担の軽減、審査期

間の短縮等事務処理の方法の

検討を行い、標準的な審査期間

を次のとおりとする。 

 

① 特別記念事業の既贈呈者で

あって、基金からのお知らせを

受けて請求してきた者につい

ては１か月 

② 上記以外の者については３

か月 

 

 

 

 

（５） 標準審査期間の設定 
特別給付金に係る標準的な審査期間は、 

○ 特別記念事業における特別慰労品を受けた者であって、平成２２年１０月の「特別給付金請求 
のご案内」を受けて請求をした者については、既に「入ソ」の事実確認が出来ており、帰還年月 
日の調査のみで済むことから、１か月 

○ 上記以外のものについては、新たに「入ソ」の事実及び帰還年月日の調査が必要になるほか、 
ケースによっては、外部有識者から構成される判定委員会に諮る必要もあることから、審査に時 
間を要することになるため、３か月 
 
としている。 
 
平成２４年３月３１日現在の処理実績は、以下のとおりとなっている。 

 
① 標準審査期間を１か月とするもの 

平成２３年度における受付件数は、２，１３９件であり、そのうち、２，０８６件について１ 
か月以内に処理しており、標準審査期間内の処理率は、９７．５％となっている。 
なお、１か月を超えた６件のうち５件（平成２３年４月受付）は、平成２２年度からの繰越案 

件の処理を優先させたため、結果的に１か月を超えたものであり、残り１件は法施行前死亡の却 
下案件であり、該当者の死亡年月日の確認について、請求者と連絡が取れなかったことにより１ 
か月を超えたものである。 
 

 
受付件数 

処理に要した期間  
未処理 １か月以内 ２か月以内 ２か月を超えたもの 

２，１３９件 
（１００％） 

２，０８６件
（９７．５％） 

６件 
（０．３％） 

０件 
（０．０％） 

４７件 
（２．２％） 

   （注）未処理は、２４年３月末に受付けたものである。 
 



 20 

② 標準審査期間を３か月とするもの  
平成２３年度における受付件数は、４，９１６件であり、そのうち、４，５２６件について３ 

か月以内に処理しており、標準審査期間内の処理率は、９２．１％となっている。 
なお、３か月を超えた１２件は（認定４件、却下８件）はいずれも審査の過程において、｢入ソ｣ 

の事実関係等について、都道府県、厚生労働省、総務省人事・恩給局等に照会しているものであ 
るが、照会に当たっての準備等に時間を要したものである。 
 

 

受付件数 

処理に要した期間  

未処理 ３か月以内 ３か月を超えたもの 

４，９１６件 

（１００％） 

４，５２６件 

（９２．１％） 

１２件 

（０．２％） 

３７８件 

（７．７％） 

（注）未処理は、「入ソ」の事実等について都道府県等に照会を行っているもの及び２４年１月以
降に受付けたものである。 

 
③ 審査体制の強化 

組織の業務に見合った人員配置を行う必要から特別給付金の認定担当に部内から職員を振替配 
置し、システム担当職員を強化配置した。また、外部委託の推進で基金の審査業務を充実するな 
ど、基金として種々の対応を図るとともに審査体制の充実強化を図った。 

 

なお、２４年３月中に受付けたものについては、標準審査期間が１か月もの及び３か月ものい 
ずれについても、全ての案件について標準審査期間内に処理されている。 

 

当該業務に係る事業経費 ― 千円 当該事業に係る職員数       ９ 名  

■ 当該項目の評価 

（ＡＡ～Ｄ） 
Ａ 

 

■ 評価結果の説明 
標準審査期間の設定については、標準審査期間内処理率が１か月ものについて９７．５％、３か月ものについて９２．１％となっており、速やかな特別給付

金の審査が実施されていることから「目標を十分達成」と評価できる。 
（１） １か月ものについて９７．５％、３か月ものについて９２．１％となっており、両者とも、極めて高い期間内処理率を実施している。 

（また、２４年３月中に受付けたものについては、１か月もの及び３か月ものいずれについても、全ての案件について標準処理期間内に処理されている。） 
（２） 早期認定を実施するために業務に見合った職員配置や外部委託の推進で基金内の審査体制の充実を実施している。 
「必要性」 特別給付金は、戦後強制抑留者の労苦を慰藉するため支給されるものであり、請求受付から認定までの審査期間を適切に管理しつつ、事務処理の効 

率化を図り、早期かつ的確に特別給付金の支給を行うことは必要な施策である。 
「効率性」 特別給付金に係る標準審査期間を定めることは、請求者に標準的な審査期間を知らしめるのみならず、審査事務の進捗管理を行う上で効率的である 

と認められる。 
「有効性」 特別給付金の審査期間を把握し、管理することは、的確な業務運営に資する有効な施策と認められる。 
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平成２３年度における業務の実績に関する項目別評価調書 

中期計画の該当事項 第３ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

  ６ 特別給付金支給事業    

■中期計画の記載事項 

（６）申請者への通知 

特別給付金の審査の結果、該当者には「認定通知書」を、非該当者には理由を付した「却下通知書」を速やかに送付する。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

第２ 特別給付金支給業務

の質の向上に関する目

標を達成するためにと

るべき措置  

 

（６） 申請者への通知 

特別給付金の審査の結果、該

当者には「認定通知書」を、非

該当者には理由を付した「却下

通知書」を速やかに送付する。   

 

（６） 申請者への通知 
   特別給付金の審査の結果、権利を有すると認められる方については、認定通知書を、権利を有 
しない方については、その理由を付した却下通知書を送付した。 

 
① 認定通知は、１４，５４４人に、認定後、認定通知書をご本人の名前が入った内閣総理大臣の

書面を同封して１週間後に送付した。 
② 却下通知は、３８６人に、決裁後理由を付した却下通知書を速やかに送付した。 

 

当該業務に係る事業経費  ― 千円 当該事業に係る職員数        ９ 名  

■ 当該項目の評価 

（ＡＡ～Ｄ） 
Ａ 

 

■ 評価結果の説明 
  申請者への通知については、以下のとおり、速やかに送付することができたことから、「目標を十分達成」と評価できる。 
（１） 特別給付金の該当者１４，５４４人に対して認定通知書を送付し、非該当者３８６人に対して非該当の理由を付して却下通知書が送付した。 
（２） 認定通知書は、認定後ご本人の名前が入った内閣総理大臣の書面を同封して１週間後に送付した。また、却下通知書については、決裁後速やかに理由を 

付して送付した。 
 
「必要性」 申請者に審査結果（処分の内容）を速やかに通知すべきことは、申請者に対する応答の義務の観点からも必要性の高い業務である。 
 
「効率性」 申請者に直接審査結果を通知するものであり、効率性の高い方法である。 
 
「有効性」 申請者は、通知によって処分内容を知り得ることとなり、その時点において処分の効力が生じることとなることから有効な手段である。 
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平成２３年度における業務の実績に関する項目別評価調書 

中期計画の該当事項 第３ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

  ７ その他の重点事項    

■中期計画の記載事項 

（３）地方公共団体との連携 

特別給付金支給事業等の実施に当たっては、地方公共団体と緊密な連携を図る。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

第２ 特別給付金支給業務

の質の向上に関する目

標を達成するためにと

るべき措置  

 

（７） 地方公共団体との連携 

特別給付金支給事業の実施

に当たっては、地方公共団体と

緊密な連携を図る。   

 

 

（７） 地方公共団体との連携 
① 入ソ事実等の調査 

特別給付金支給に当たっては、強制抑留の事実の確認（軍歴の確認）と帰還月日の確認が必要。 
特に、新規の請求者の場合、軍歴の確認の作業を陸軍関係の軍歴証明書等の書類を保管してい

る都道府県に照会を要請している。 
また、都道府県で確認できない場合は、厚生労働省等に照会をかけることになるが、大半の案 

件については都道府県で確認できている。 
平成２３年度においては、４４都道府県に対して７６７件の調査を依頼し、全件について回答 

を得ることができた。 
 
②  地方公共団体広報誌等への給付金に関する掲載依頼等 

地方公共団体には、以前に実施した「入ソ事実等の調査」にも協力してもらい、また地方公共 
団体自体も住民サービスの一環として基金との良好な連携は必要と考えており、以前から両者は 
協力関係を維持しているところであり、このような連携の下、基金は地方公共団体に種々の協力 
要請を行っている。 
 
○ ポスターを頒布する際に要請文を添付して協力要請を実施。地方公共団体からの情報提供依

頼には、積極的かつ丁寧に対応した。 
 
○ 地方公共団体に対し、平成２３年１０月２５日及び平成２４年２月２日に、特別給付金に関

する情報の各団体広報誌への掲載を依頼し、少なくとも４１３の地方公共団体の広報誌やホー
ムページに特別給付金関係情報（請求期限が到来等）が掲載されるなど協力を得た。 

  なお、地方公共団体広報誌等への掲載原稿のチェック依頼には、地方公共団体の担当者に対
し、特別給付金支給事業の趣旨、対象者等について詳細に説明の上、原稿の加筆、修正を行う
など丁寧な対応に努めた。 
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③ 地方公共団体窓口との直接的連携 
  高齢であるため電話では聞き取ることができず、地方公共団体の窓口に特別給付金の申請につ 

いて相談に行くケースがあるが、窓口担当者も質問に答えられず、担当者から基金に電話があり、 
担当者を介して申請者の相談に応じるなど地方公共団体の窓口との連携を図った。 

 
④ 地方公共団体の自発的協力 

地方公共団体が保有する情報及び当基金から提供した情報により、当該団体に居住する特別給 
付金未請求者に対し、自発的に請求案内を行った地方公共団体もあった。 

 

当該業務に係る事業経費 ３，２９０千円 当該事業に係る職員数      １２ 名  

■ 当該項目の評価 

（ＡＡ～Ｄ） 
Ａ 

 

■ 評価結果の説明 
地方公共団体との連携については、以下のとおり、特別給付金支給事業の実施に当たって緊密な連携が図られていることから、「目標を十分達成」と評価で

きる。 
（１） 入ソ事実等の調査については、４４都道府県に年間７６７件の照会を実施し全件について回答を得ていることは、基金と都道府県の連携を十分評価で 

きるとともに積年の関係構築を評価できる。 
（２） 地方公共団体の広報誌やホームページへの掲載については、多くの地方公共団体から協力を得ており、また地方公共団体の自発的な請求案内などは、 

基金の地方公共団体への丁寧な要請や情報の提供によるものと評価できる。 
（３） 地方公共団体の広報担当者に対し、直接、特別給付金制度について丁寧に説明したほか、窓口担当者を介して申請の相談に対応するなど、地方公共団 
   体の担当者と直接的な連携が保たれており、申請者へのサービスの提供を図るものと評価できる。 

 
「必要性」 特別給付金支給事業を円滑に実施するために、地方公共団体に広報等の協力を依頼したり、都道府県が有している陸軍関係の軍歴証明書の確認事

務を要請することは必要な手段である。 
 
「効率性」 特別給付金支給に当たって、支給対象者の身近にある地方公共団体に情報提供をしたり、広報を依頼することや、軍歴の確認の作業を陸軍関係の

軍暦証明書等の書類を保管している都道府県に照会を要請することは効率的な施策である。 
 
「有効性」 特別給付金支給事業を円滑に実施するために、地方公共団体に情報提供や広報依頼を行ったり、都道府県が有している陸軍関係の軍歴証明書の確

認事務を要請することは有効な施策である。 
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平成２３年度における業務の実績に関する項目別評価調書 

中期計画の該当事項 第４ 予算、収支計画及び資金計画 

■中期計画の記載事項 

運用資金を適正に管理・運用して自己収入の確保に努める。 

予算、収支計画及び資金計画については、別添のとおり。 

 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

第３ 予算、収支計画及び

資金計画 

 

運用資金の基本的な運用方針の

もと、安全かつ適切な運用を行う。  

予算、収支計画及び資金計画につ

いては、別添のとおり。 

予算、収支計画及び資金計画 
（１） 平成２３年度においては、政府出資金１億円と特別準備金のうち直ちに支払いに充当されない 

資金を運用資金として、「運用方針」に基づき適正に管理・運用を行った。 

① 管理面については金融機関から残高証明を徴するとともに、出納命令役、出納職員及び財務担

当職員で照合・確認といった内部牽制を実施し、適正に管理している。 

② 特別準備金については、有価証券で運用するとともに現金で保有し、特別給付金の支給状況を

勘案しつつ有価証券の売却を行うとともに、売却後に直ちに支払いに充当されない部分について

は預入額と運用期間を定め、複数の証券会社等に引き合いを出し、その時点で最も高い利率を提

示した社に預入を行った。その結果、平成２３年度においては現金ベースで５７６百万円の売却・

運用収入を上げた。 

 

（２） 平成２３年度の事務費予算額は当初６７７百万円を見込んでいたが、費用のかからない広報の 
実施等に努めた結果４４５百万円まで圧縮した。 

なお、当期純利益は３百万円（平成２２年度は４３百万円）である。  
 
（３） 基金は建物、土地等の実物資産及び知的財産等は有していない。 
 
（４） 内部統制・ガバナンスの観点から第１、第２四半期の終了月、第３四半期以降は各月ごとに予 
   算執行実績を理事長、理事及び監事が出席する役員会において報告し、了承を得た。 

また、監査法人の監査報告書においても、今期の財務諸表は独立行政法人会計基準等に準拠し 
て適正に表示しており、利益処分案も法令に適合しているとされている。 
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当該業務に係る事業経費 ― 千円 当該事業に係る職員数      ４ 名  

■ 当該項目の評価 

（ＡＡ～Ｄ） 

 

Ａ 

 

■ 評価結果の説明 
予算、収支計画及び資金計画については、以下のとおり、安全かつ適切な管理・運用の下、実施されていることから、「目標を十分達成」と評価できる。 

（１） 運用資金の管理面においては、金融機関等から残高証明を徴するとともに、出納命令役、出納役、財務担当職員等における照合・確認といった内部牽 
制を実施しており、適正に管理したものと認められる。また、運用面についても、特別準備金に係る有価証券を適切に売却・預入を行うことによって、現 
金ベースで５７６百万円の収入を上げており、適切に行われたものと認められる。 

（２） 予算の執行状況について、役員会に報告を行い、適切な予算管理を行っている。更に、監査法人の監査報告書においても、今期の財務諸表は独立行政法 
人会計基準等に準拠して適正に表示しており、利益処分案も法令に適合しているとされている。                             
  

「必要性」 政府から出資された１億円及び特別給付金事業に充てる財源の特別準備金は、その安全確実な運用に努めなければならないものであり、内部牽制等
により、健全な管理・運用に意を用いることは必要かつ重要な施策である。 

 

「効率性」 資金の安全確実な管理・運用を行うために、複数の証券会社等に引き合いを出し預入を行っていることは、効率的な運用と判断できる。 

 

「有効性」 資金の適正な管理・運用は、法人の業務運営に必要なものであることから、内部牽制等により、健全な管理・運用に意を用いることは有効な施策と
認められる。 
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平成２３年度における業務の実績に関する項目別評価調書 

中期計画の該当事項 第６ 重要な財産の処分等に関する計画 

 

■中期計画の記載事項 

重要な財産の処分等に関する計画 

 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画はない。 

 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

（重要な財産の処分等に

関する計画） 

 

 

 

 

重要な財産の処分等はない。 
 

当該業務に係る事業経費 ― 千円 当該事業に係る職員数       ― 名 

■ 当該項目の評価 

（ＡＡ～Ｄ） 

 

― 

 

■ 評価結果の説明 
 
「必要性」 ― 
 
「効率性」 ― 
 
「有効性」 ― 
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平成２３年度における業務の実績に関する項目別評価調書 

中期計画の該当事項 第８ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

 

   １ 施設及び設備に関する計画 

   

■中期計画の記載事項 

施設及び設備に関する計画はない。 

 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

（施設及び設備に関する

計画） 

 

 

 該当なし 

当該業務に係る事業経費 ― 千円 当該事業に係る職員数        ― 名 

■ 当該項目の評価 

（ＡＡ～Ｄ） 

 

― 

 

■ 評価結果の説明 
 
 
「必要性」 ― 
 
「効率性」 ― 
 
「有効性」 ― 
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平成２３年度における業務の実績に関する項目別評価調書 

中期計画の該当事項 第８ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

 

   ２ 人事に関する計画 

■中期計画の記載事項 

 研修等を通じて職員の能力開発の推進と意識向上を図り、人事に関する計画の策定・人事交流の推進を図ることにより、適切な内部事務を遂行する。 

 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

第４ その他主務省令で

定める業務運営に関

する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外部研修への派遣 
職員個々の能力向上及び積極的に知識や最新情報を得るため、外部機関の主催による研修に職員を派

遣した。その研修の内容についても供覧により職員に周知させることにより、知識の共有を図り、職員
の能力開発を一層促進させた。 

 

 

  
なお、全職員を対象とし、セキュリティ研修（年２回）やセクシュアルハラスメント及びパワーハラ

スメントの防止に関する講演といった内部研修についても実施。 

研 修 名 期日 主  催 

２３年度公文書管理研修Ⅱ（第２回） ２３．１２． ５～ ９（５日間） 独立行政法人国立公文書館 

２３年度評価・監査中央セミナー ２４． ２．２１・２２（２日間） 総務省行政評価局 

当該業務に係る事業経費 ― 千円 当該事業に係る職員数      ３ 名  

■ 当該項目の評価 

（ＡＡ～Ｄ） 

 

Ａ 

 

■ 評価結果の説明 
  職員の業務に必要な研修については、機会を捉えて積極的に外部の研修に職員を派遣し、また、内部研修を行っており、「目標を十分達成」と評価できる。 
 
「必要性」 職員にあらゆる機会を捉えて研修の場を与え能力開発の推進と意識向上を図ることは必要な施策である。 
 
「効率性」 能力開発の推進と意識向上を図ることは、業務のスキルアップにつながる学習の場であることから研修は効率的な手法である。 
 
「有効性」 職員に研修を受講させることは、職員の資質の向上と能力開発の推進と意識向上を図る上で有効な手段である。 
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平成２３年度における業務の実績に関する項目別評価調書 

中期計画の該当事項 第８ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

   ３ その他業務運営に関する事項 

■中期計画の記載事項 

（１）環境対策 

    環境保全の観点から、環境に与える影響に配慮した業務運営を行う。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

第４ その他主務省令で定め

る業務運営に関する事項 

 

１ 環境対策 

 

 環境に配慮した製品の使用の

推進、リユースやリサイクルの推

進、環境負荷の低減等を盛り込ん

だ環境方針のもと、継続的に環境

に配慮した業務運営を行う。 

１ 環境対策 
（１） 環境に配慮した物品及びサービスの調達の推進  

① 調達目標を１００％とした「環境物品等の調達の推進を図るための方針（平成２３年度）」（以 
下、「環境方針」という。）をホームページに掲載した。 

② 環境方針に基づき、役職員に対し、環境に配慮した物品及びサービスの調達についての理解を 
 求め、周知を徹底。継続的な環境に配慮した製品の使用を心がけ、上記環境方針に定められた全 
 ２５品目について目標の１００％調達を達成した。 

（例）・封筒は古紙パルプ使用率４０％以上使用のリサイクル品を１００％調達 
・ファイルは古紙パルプ使用率７０％以上使用のリサイクル品を１００％調達 等 

（２） 東日本大震災後の徹底的な節電対策 
使用電力の節減は、平成２３年３月から実施しており夏場においても計画に沿った２０％削減 

を達成している。（庁舎管理庁である総務省統計局で総務省第２庁舎の電力量を測定） 
 
基金が入居している総務省第２庁舎全体の電力使用量 

月 使用電力（ｋｗｈ） 

 ２２年度 ２３年度 削減率％ 

４月 ３７６，５６０ ２４６，０６４ ▲３４．７ 
５月 ３５８，２０８ ２４９，８４８ ▲３０．３ 

６月 ４２７，７９２ ２９９，１９２ ▲３０．１ 

７月 ４７８，９６０ ３７６，６４０ ▲２１．４ 

８月 ５０９，７２０ ３９４，４２４ ▲２２．６ 

９月 ４４６，５２８ ３５３，５６８ ▲２０．８ 

１０月 ３８３，５３６ ２９９，６８５ ▲２１．９ 

 
○ 基金で定めた節電対策の取組状況（６／６～９月末） 

    統計局から第２庁舎の電力使用量を入手し、基金の役職員に周知することにより、役職員の
節電に対する意識を喚起するとともに以下の取組を行った。 
（基金は、引続き節電対策を継続。） 
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・ 事務室蛍光灯の１／２以上の消灯          ：達成、継続 
    ・ 昼休み時間の完全消灯               ：達成、継続 

・ 定時退庁日（水・金）の定時退庁の徹底       ：達成、継続 
・ 超過勤務の縮減（２０％以上）の徹底        ：達成 

平成２２年度と平成２３年度の年間比較△４７．６％（△３，５９９千円） 
・ 年次休暇、夏季休暇の取得の推進          ：達成 

全役職員夏季休暇取得、年次休暇平均３日取得 
・ 冷蔵庫使用の集約化及びコーヒーメーカーの使用禁止 ：達成、継続 
・ 別棟事務室のコピー機は退庁時電源をＯＦＦ     ：達成、継続 
・ 退庁時テレビの電源プラグを抜く          ：達成、継続 

    ・ 昼休み中はＰＣ電源をＯＦＦとする         ：ほぼ達成、継続 
 
（３） その他、環境に対する取組 

環境方針に基づき、日常業務における両面コピーの促進、ペーパーレス化、廃棄物の分別の徹 
底等を行った。 

 
当該業務に係る事業経費 ― 千円 当該事業に係る職員数        １５ 名  

■ 当該項目の評価 

（ＡＡ～Ｄ） 
Ａ 

 

■ 評価結果の説明 
環境対策については、以下のとおり、環境方針の下、環境に配慮した業務運営を継続的に行っていることから、「目標を十分達成」と評価できる。 

（１） 環境方針に沿って、継続的に環境に配慮した製品の使用を心がけて、全２５品目に対し目標の１００％調達を達成している。 
（２） 東日本大震災後においては、設定した９項目の徹底した節電対策を実施し全項目達成した。また、１０月以降においても引き続き節電対策を実施してい 

る。 
（３） その他、環境方針に基づき、日常業務における両面コピーの促進、ペーパーレス化、廃棄物の分別の徹底が行われている。 
 

「必要性」 「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」において、独立行政法人は環境に配慮した業務運営を行う努力義務が課せられており、環 
境には常に配慮して業務を運営する必要がある。基金の環境に対する理念・取組を環境方針として表明することは必要な姿勢である。 
 

「効率性」 環境方針として「環境物品等の調達を推進するための方針」を表明して限られた資源を有効活用し、環境物品等を調達する際に実践することは環 
境対策として効率的である。 
 

「有効性」 基金の環境に対する理念・取組を環境方針として表明することは、限られた資源を有効活用するために有効な施策である。 
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平成２３年度における業務の実績に関する項目別評価調書 

中期計画の該当事項 第８ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

   ３ その他業務運営に関する事項  

■中期計画の記載事項 

（３）職場環境 

   メンタルヘルス、人権等への適切な対応、女性に配慮した職場環境の形成を行う。 

 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

第４ その他主務省令で定め

る業務運営に関する事項 

 

２ 職場環境 

 

メンタルヘルス、セクシャルハ

ラスメントについて、管理徹底

し、より一層の配慮に努める。 

２ 職場環境 
（１） 役職員の意識の向上を図ることを目的に新企画として、１１月２２日に「セクシャルハラスメ 
   ント及びパワーハラスメントの防止について」と題して、人権等への適切な対応、女性に配慮し 
   た職場環境の形成等について、基金の全役職員に対して弁護士による講演を実施した。 
（２） ５月９日に「セクシャルハラスメント及びパワーハラスメント防止の取組について」の会議で、 

女性相談員任命や、セクハラ等の防止の徹底及び相談体制についてのペーパーを事務室に掲出し 
て役職員に周知を図ることを決定し、実施した。 

（３） 同日に「メンタルヘルスケア対策」会議を開催し、メンタルヘルスの基本的な考え方として心 
の健康問題の特性、人事労務管理との関係、個人情報保護への配慮等の説明を行い、関係図書が 
総務担当にある旨を役職員に通知した。 

（４） 相談員から相談事例についての報告は受けていない。 
（５） 基金が実施している定期健康診断（７月実施）については、別途受診した４名を除き、全員が 

受診した。 
当該業務に係る事業経費 ― 千円 当該事業に係る職員数       １５ 名  

■ 当該項目の評価 

（ＡＡ～Ｄ） 
Ａ 

 

■ 評価結果の説明 
職場環境について、以下のとおり、メンタルヘルス、人権等への適切な対応、女性に配慮した職場環境の形成等について、管理を徹底し、配慮に努めたこと

から、「目標を十分達成」と評価できる。 
（１） 新企画として全役職員を対象に、人権等への適切な対応及び女性に配慮した職場環境の形成等について、弁護士に講演を依頼するなど積極的にセクシャ

ルハラスメント及びパワーハラスメント防止に取り組んでいる。 
（２） 「セクシャルハラスメント及びパワーハラスメント防止の取組について」の会議の開催及び女性の相談員の配置、相談体制の周知の徹底がされている。 
「必要性」 職場環境を適正なものに保ち、その管理を徹底し一層の配慮に努めることは、職場環境の保持、役職員の健康管理のためにも必要な施策である。 
「効率性」 メンタルヘルス、セクシャルハラスメント及びパワーハラスメントの防止の取組について、一層の配慮に努め、役職員に周知することは、問題発生

を未然に防ぐ措置として効率的である。    
「有効性」 職場環境を適正なものに保ち、その管理を徹底し一層の配慮に努めることは、職場環境の保持、役職員の健康管理のためにも有効な施策である。 
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平成２３年度における業務の実績に関する項目別評価調書 

中期計画の該当事項 第８ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

   ３ その他業務運営に関する事項 

■中期計画の記載事項 

（４）内部統制・ガバナンス強化 

    整理合理化計画に基づき、内部統制・ガバナンス強化に向けて、適切な体制を整備する。 

 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

第４ その他主務省令で定め

る業務運営に関する事項 

 

３ 内部統制・ガバナンス

強化 

 

役職員の職務の遂行に当たっ

ての行為について、法令、規定等

の遵守に万全を図る。 

３ 内部統制・ガバナンス強化            

平成２２年度に引き続き、理事長が主宰する役員会（構成員は理事長、理事、監事 2名）、理事会（構

成員は理事長、理事、部長及び担当参事（又は副参事））、連絡会（構成員は理事会と同様）とともに、

特別給付金支給事業の進行管理を行う全体会議を毎週１回開催するなどして、内部統制･ガバナンスの

強化を図ってきた。更に、７月には、法令、規定等の遵守に万全を図るため、次のような内部統制強

化策を講じた。 

 

（１） 理事長のマネジメントの強化 

理事長の発案により内部統制・ガバナンスの充実・強化策として、新たに「平成２３年度業務   

等運営方針（平成２３年７月２９日決定）」を定め、拡大・充実された監査（定期的な監査と報告 

会の実施等）を積極的に業務に活用することとしたほか、以下の取組を行った。 

① 「平成２３年度業務等運営方針」の役職員への周知徹底 

  理事長自ら、役職員に対し「平成２３年度業務等運営方針」の周知徹底を行い、業務に関する

情報の共有を図る。 

② リーダーシップを発揮できる環境整備等 

○ 理事長主宰の会議において新たに監査改善報告会を開催することとした。 

監査改善報告会とは、監事監査（後述）において指摘された事項の改善内容について協議す 

る場であり、定期監事監査で監事から指摘のあった事項については、理事長から改善指示がな 

され、監査改善報告会の場で適切に対応した。 

（対応策の事例） 

・ 「別棟事務所借料の期間と業務量の関係について、適切に整理」 

・ 「移管体制の整備及び記録史の整理、保存等の在り方について、検討することを方向付け」 

○ 理事会や基金内部で毎週開催する連絡会議において、必要な対策の洗い出し及び対応を実施。 

（対応策の事例） 

    ・ 請求期限日の対応について、前例（書状等贈呈事業など）を参考に整理 

    ・ 別棟事務室の職場環境の整備  など 
   ○ 職員との意見交換等の場として、５回にわたり「理事長と法人ミッションを語る」の懇談の 
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場を新たに設け、理事長自ら若手職員等に「平成２３年度業務等運営方針」を説明するととも
に、組織の長として業務に関する情報の共有化を図った。職員からの要望等（解散後の雇用に
関する説明、事務所における空調の改善等）に対しては、原則、即時に対応を行った。 

③ 組織全体で取り組むべき重要課題の洗い出しについて、従来より行っている役員会や、上記「理 
事長と法人ミッションを語る」懇談会のほか、拡大・充実された監査を活用し、「標準審査期間を 
超える案件の解消」、「保有個人情報のセキュリティ管理の徹底」、「解散に向けた適正な引継ぎの 
検討」などの重要課題を洗い出しした。 

④ 上記③により洗い出しした重要課題等に対し、以下のとおり適切に対応した。 
   ○ 標準審査期間を超える案件の解消に関して、外部委託業務の事務の改善等により、特別給付

金支給事業の標準審査期間内の処理割合は、 
    ・ 標準審査期間１か月のもの・・・平成２２年度２３．２％⇒平成２３年度９７．５％、 
    ・ 標準審査期間３か月のもの・・・平成２２年度２４．６％⇒平成２３年度９２．１％、 
    と、飛躍的に改善した。 
   ○ 保有個人情報管理については、 

・ 個人情報漏えい事故の報道が絶えない状況の中で再度、基本的な情報セキュリティ意識を 
各職員が意識して行動できるように教育するため、全職員対象の年２回のセキュリティ研修、 

・ 委託業者に対して計３回（定期検査２回、臨時検査１回）の立ち入り検査、 
・ ＣＩＯ補佐官による内部監査、 
などの実施を指示し、情報セキュリティ管理の徹底を図り、平成２３年度において情報漏えい 
等の問題は発生しなかった。 

○  解散に向けた適切な引継ぎについては、当基金の監督官庁である総務省大臣官房総務課特別 
基金事業推進室担当の官房審議官と月 1回の懇談を実施し、基金解散に向けての組織体制、業 
務確認及び文書移管等について検討を行った。今後も引き続き検討を継続する。 

 
（２） 監事による業務の更なる監査 

 監事から「平成２３年度監査方針」（平成２３年８月２日監事決定）が示され、具体的な監査項   
目については、監事と理事長・理事が協議し、９つの監査項目を決定し、基金の全業務の課題を 
洗い出して、重要度、優先度、必要度等を含めて９項目から３０の監査視点を作り、これらの項 
目について定期的な監事監査を実施することとした。 
（監査 9項目） 

    ① 実物資産借上げ 
    ② セクシャルハラスメント等防止及び排除 
    ③ 法人ミッション徹底 
    ④ 基金解散に向けた取組 
    ⑤ 内部統制・ガバナンス強化 
    ⑥ 金融資産及び現金・預金残高 
    ⑦ 特別給付金債権 
    ⑧ 情報セキュリティ 
    ⑨ 特別給付金支給 
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当該業務に係る事業経費 ― 千円 当該事業に係る職員数       １５ 名  

■ 当該項目の評価 

（ＡＡ～Ｄ） 
Ａ 

 

■ 評価結果の説明 
内部統制・ガバナンス強化について、以下のとおり、理事長を中心として、内部統制・ガバナンスの強化に努めたことから、「目標を十分達成」と評価でき 

る。 

（１） 業務等運営方針の策定、「理事長と法人ミッションを語る」懇談会の開催、重要課題の洗い出しとその対応をそれぞれ実施することにより、理事長のマ 

ネジメントの強化がより一層図られ、特別給付金の標準審査期間内の処理等を達成した。 

（２） 平成２３年度監査方針に基づく定期監事監査などの実施により、監事による監査の強化が図られた。 
 
「必要性」 内部統制・ガバナンスの強化に努めることは、基金が活力ある運営を行っていくために必要な施策である。 
 
「効率性」 内部統制・ガバナンスの強化をするためには、小規模な法人としては理事長がリーダーシップを発揮できる環境整備等を行うことは効率的である。 

 
「有効性」 内部統制・ガバナンスの強化に努めることは、基金が活力ある運営を行っていくために有効な施策である。 
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平成２３年度における業務の実績に関する項目別評価調書 

中期計画の該当事項 第９ 経過規定 

 １ 第３の１～５の事業については、平成２２年１０月以降は実施しないものとする。 

なお、これらの残務処理を適切に行うものとする。 

■中期計画の記載事項 

 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

第４ その他主務省令で定め

る業務運営に関する事項 

 

４ 基金の解散に向けた取

組 

 

 

基金の解散に向け、これまでの業

務の整理等を適切に行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（既存の寄託品については、寄贈

への切換えを所有者に依頼す

る。） 

 

 

（（財）全国強制抑留者協会の監

督） 

 

 

 

 

 

 

４ 基金の解散に向けた取組 
（１） 基金解散に向けた取組 

① 基金独自の取組 
   理事を総括とする移行委員会及び作業部会を設け、特に保存文書の原議とデータの保存につい

て検討を開始し、法人文書について保存廃棄整理を進めているとともに、情報システム・セキュ
リティ関係（ＰＣ・サーバー等）についてＣＩＯ補佐官と外部の担当者を交え３問題（引揚げ、
抑留、恩欠）関係者のデータの保存の在り方の検討を含め、移管準備を進めた。なお基金記録史
については、運営委員会の委員及び開催状況、評価委員会分科会委員名簿及び分科会開催状況並
びに２３年度年度計画について掲載した。 

 ② 基金と特金室との取組 
    総務省の審議官と基金の役員との定期的な懇談を開催するとともに事務方の窓口担当者を設定

し、総務省の監督の下、国へ継承する資産や債務の洗い出し等の引継内容等の問題点の整理を行
った。 

（２） これまでの業務の整理 
  ① 寄託品の寄贈への切替え 

   寄託品の寄贈への切替えについては、文書宛先不明返送、電話不通により連絡不能の者１９名 
（１４３点）について、弁護士の依頼により現住所等の調査を行うこと等により、寄託者本人又 
は遺族に連絡を取り、１３名（７４点）から寄贈承諾書を得るとともに、６名（６９点）に資料 
を返還した。 

② 戦後強制抑留関係者特別慰藉基金 

平成元年に、戦後強制抑留関係者特別慰藉基金造成費助成金交付要綱に基づき、（財）全国強制 

抑留者協会に戦後強制抑留関係者特別慰藉基金を造成。 

ア 慰藉基金造成計画 ： 利付国債で運用、４，５００千円の運用益を得ている。 

イ 収入、支出計画  ： 戦後強制抑留関係者特別慰藉事業実施要領第７条に基づき、収入、 

               支出計画について、審査の上承認。 

ウ 実績報告     ： 中央慰霊祭、現地慰霊訪問、相談業務等を執行したとの報告を受け 

た。 

エ 管理・監督    ： 戦後強制抑留関係者特別慰藉事業実施要領第８条の実績報告の際に 

状況説明を受け、適切に指導、監督を実施。 
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当該業務に係る事業経費 ― 千円 当該事業に係る職員数       １５ 名  

■ 当該項目の評価 

（ＡＡ～Ｄ） 
Ａ 

 

■ 評価結果の説明 
  基金の解散に向けた取組について、以下のとおり、適切に行われていることから「目標を十分達成」と評価できる。 
（１） 解散に向けた取組について、基金独自に取組を行うとともに、特金室と定期的な懇談を持って問題点の洗い出しを行うなど進められている。 
（２） 寄託品の寄贈への切替えについて、１３名（７４点）から寄贈承諾書を得ることができ、６名（６９点）に資料を返還した。 
（３） （財）全国強制抑留者協会から申請のあった「平成２３年度戦後強制抑留関係者特別慰藉基金造成計画」及び「慰藉事業収入・支出計画」について、審

査の上、承認を行い、また、慰藉事業の実績報告を受けることにより、慰藉基金の管理について適切に監督を行った。 
 
「必要性」 基金業務の終息に当たり、国へ継承する資産、法人文書、記録史等の整理は必要な施策である。 
 
「効率性」 国へ継承する資産、法人文書、記録史等の整理は貴重な資料であり、法人と国が定期的な懇談の場を持って協議しながら解散に向けた取組を行うこ

とは効率的な取組である。 
 
「有効性」 基金業務の終息に当たり、国へ継承する資産、法人文書、記録史等の整理は、基金の円滑な解散のために有効な手段である。 
 
 

 


	表紙（資料２－１）
	平成２３年度項目別評価調書240626－628→分科会資料

